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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．平均臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満の場合には記載を省略しております。 

４．第65期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次  第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月  平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1）連結経営指標等       

売上高 （百万円） 63,348 63,540 64,254 68,041 70,627 

経常利益 （百万円） 9,911 9,507 6,301 5,019 9,028 

当期純利益 （百万円） 4,505 4,835 4,264 2,299 4,988 

純資産額 （百万円） 68,982 69,318 70,139 68,116 72,763 

総資産額 （百万円） 93,294 96,936 100,925 104,875 106,245 

１株当たり純資産額 （円） 483.95 505.24 536.70 541.64 582.89 

１株当たり当期純利益金額 （円） 31.33 34.40 31.62 17.67 39.61 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 73.9 71.5 69.5 65.0 68.5 

自己資本利益率 （％） 6.6 7.0 6.1 3.3 7.1 

株価収益率 （倍） 24.2 16.3 20.8 41.3 29.4 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（百万円） 7,671 5,020 5,870 6,133 8,446 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（百万円） △809 △2,825 △1,891 △1,870 △5,726 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（百万円） △8,536 △4,465 △4,513 3,148 △6,414 

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 24,191 21,919 21,385 28,796 25,102 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

1,728 

(173) 

1,688 

(204) 

1,706 

(235) 

1,705 

(243) 

1,762 

(298) 

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 （百万円） 63,068 63,128 61,459 59,657 61,611 

経常利益 （百万円） 9,697 9,305 6,195 5,022 8,874 

当期純利益 （百万円） 4,382 4,774 4,286 2,340 5,106 

資本金 （百万円） 7,229 7,229 7,229 7,229 7,229 

発行済株式総数 （千株） 142,598 142,598 142,598 137,223 137,223 

純資産額 （百万円） 67,612 67,888 68,730 66,748 71,514 

総資産額 （百万円） 91,293 95,195 97,786 99,091 94,437 

１株当たり純資産額 （円） 474.33 494.81 525.91 530.75 572.88 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
（円）

7.50 

(3.75) 

7.50 

(3.75) 

9.00 

(3.75) 

9.00 

(4.50) 

12.00 

(4.50) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 30.48 33.96 31.78 17.99 40.55 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 74.1 71.3 70.3 67.4 75.7 

自己資本利益率 （％） 6.5 7.0 6.3 3.5 7.4 

株価収益率 （倍） 24.8 16.5 20.7 40.6 28.7 

配当性向 （％） 24.6 22.1 28.3 50.0 29.6 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
  （人） 1,678 1,645 

1,550 

(178) 

1,502 

(162) 
1,374 



２【沿革】 

大正２年２月 持田良吉 持田商会薬局を東京都文京区本郷に開業 

大正７年２月 持田製薬所（旧 王子事業所、東京都北区 平成12年３月閉鎖）を開設し、本格的に医薬品製

造を開始 

昭和20年４月 持田製薬㈱を設立し、本店所在地を東京都北区神谷におく。 

昭和24年４月 病医院への医薬情報提供の活動を開始 

昭和24年12月 東京営業所（現 東京支店）を開設 

昭和26年１月 大阪出張所（現 大阪支店）を開設 

昭和32年６月 研究所（旧 王子事業所内）を設置 

昭和34年１月 札幌出張所（現 札幌支店）を開設 

昭和36年６月 福岡出張所（現 福岡支店）を開設 

昭和38年５月 東京証券取引所市場第二部上場 

昭和38年６月 名古屋出張所（現 名古屋支店）を開設 

昭和45年４月 薬粧部門（現 持田ヘルスケア㈱）を設置 

昭和47年４月 医療機器部門（現 持田シーメンスメディカルシステム㈱）を設置 

静岡工場（現 藤枝事業所、現 持田製薬工場㈱ 静岡工場)を開設 

昭和49年３月 東海ケミカル㈱（現 ㈱テクノネット、連結子会社）を設立 

昭和50年３月 埼玉工場（現 持田ヘルスケア㈱、鴻巣市）を開設 

昭和50年11月 東京証券取引所市場第一部に指定替え 

昭和51年５月 インターファーム㈱（現 ㈱持田インターナショナル、連結子会社）を設立 

昭和51年８月 本社ビル（東京都新宿区）を現在地に開設 

昭和52年７月 本店所在地を東京都新宿区四谷本社ビルに移転 

昭和57年７月 富士中央研究所（現 御殿場事業所）を開設 

平成３年６月 大田原工場（現 持田製薬工場㈱）を開設 

平成15年４月 持田メディカルシステム㈱（連結子会社）及び持田ヘルスケア㈱（連結子会社）を設立 

平成15年10月 持田メディカルシステム㈱が医療機器事業を承継し、営業を開始 

平成16年４月 持田ヘルスケア㈱がヘルスケア事業を承継し、営業を開始 

持田製薬工場㈱（連結子会社）を設立 

平成16年８月 持田メディカルシステム㈱がシーメンスグループの資本参加を受け、持田シーメンスメディカル

システム㈱に社名を変更 

平成17年４月 持田製薬工場㈱が医薬品製造事業を承継し、営業を開始 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は連結財務諸表提出会社（以下当社という）と連結子会社５社で構成されて

おり、医薬品関連、ヘルスケア、医療機器の製造及び仕入並びに販売を主たる業務としております。 

その他に、関連当事者が１社あります。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容及び当社と関係会社等の当該事業に係る位置づけの概要は、次のとおりで

あります。 

 なお、次の３事業は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情

報の区分と同一であります。 

１．医薬品関連事業 

 当社は、子会社持田製薬工場㈱へ医薬品の製造を委託し、その製品を仕入、販売をしております。また、持田

製薬工場㈱は、子会社㈱持田インターナショナルを通じて原料等の一部を仕入、同社を通じて製品の一部を販売

しております。 

子会社㈱テクノネットは不動産の仲介及び管理並びに建造物の保守管理を行っておりますが、当社も不動産の

仲介及び管理並びに建造物の保守管理を委託しており、子会社㈱持田インターナショナルは損害保険の代理業を

行っておりますが、当社も一部損害保険の付保契約を行っております。また、関連当事者㈱メジカルビュー社は

医学関係図書の出版並びに各種印刷物の制作を行っておりますが、当社も学術宣伝用各種印刷物の一部の制作の

委託をしております。 

２．ヘルスケア事業 

子会社持田ヘルスケア㈱が医薬部外品・化粧品の製造、仕入並びにその販売を行っております。また、同社に

対して子会社㈱テクノネットが製造役務の供給を行っております。 

３．医療機器事業 

 子会社持田シーメンスメディカルシステム㈱が診断機器及び手術機器等の仕入及び販売等を行っております。

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

（注）１．◎は連結子会社、★は関連当事者であります。 

   ２．持田製薬工場㈱は、平成17年４月１日に当社医薬品製造事業の資産、負債及び資本の承継を受け、営業を開始

いたしました。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当します。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数を記載しております。 

    ２．平均年間給与は、賞与及び基準賃金を含めております。     

     ３．従業員数が前期末に比べ128名減少しておりますが、その主な理由は、医薬品製造事業の分社に伴い平成17

年４月１日付の連結子会社持田製薬工場㈱への転籍によるものであります。 

(3）労働組合の状況  平成18年３月31日現在 

１．名称      持田製薬労働組合 

２．組合員数       1,072人 

３．労使間の関係  持田製薬労働組合は持田製薬㈱、持田製薬工場㈱、持田シーメンスメディカルシステム㈱

及び持田ヘルスケア㈱を組合員とする単一組織であります。なお、平成17年10月１日より

連合傘下の日本化学エネルギー産業労働組合連合会（ＪＥＣ連合）に加盟しております。

労使関係は非常に協調的であり、各種の交渉も円滑に進捗しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の所 
有割合（％）

関係内容 

持田製薬工場㈱   

（注２）        

栃木県 

大田原市
500 医薬品関連 100 

当社は、医薬品の製造を委託し

ております。 

役員の兼任等…有 

持田シーメンスメディ

カルシステム㈱ 

東京都 

千代田区
100 医療機器 65 役員の兼任等…有 

持田ヘルスケア㈱ 
東京都

新宿区 
100 ヘルスケア 100 役員の兼任等…有 

㈱持田インターナショ

ナル     

東京都

新宿区 
20 医薬品関連 100 

当社は、損害保険の取引をして

おります。 

役員の兼任等…有 

㈱テクノネット 
東京都

新宿区 
82 医薬品関連 

ヘルスケア 

100 

当社は、不動産の仲介及び管

理、建造物の保守管理を委託し

ております。 

役員の兼任等…有 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

医薬品関連 1,459（202） 

ヘルスケア 57（ 71） 

医療機器  130（  9） 

全社（共通）  116（ 16） 

合     計  1,762（298） 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,374 42.0 18.1 7,926,594 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

当連結会計年度における医薬品業界は、医療費抑制策が引き続き推進され、平成18年４月に薬価基準の引き下げ

を控え、極めて厳しい経営環境のもとに推移いたしました。 

このような状況下、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）はグループ経営体制の整備、人員の適正

化、全社的な生産性の向上への取り組みなど、経営全般にわたる業務改革を推進するとともに、医薬品関連事業に

ついては引き続き、主力の医薬品を中心とした学術情報活動を積極展開し、ヘルスケア事業では広告宣伝活動をベ

ースにした販売促進を推進し、医療機器事業は超音波診断装置事業を中心に産婦人科領域に加え循環器・腹部領域

への拡大を図った結果、当連結会計年度の売上高は706億２千７百万円（前期比3.8％増）となりました。 

利益面につきましては、医薬品関連事業の増収に加え医薬品生産設備の稼働率上昇による原価低減、さらに研究

開発費の減少などもあり、営業利益は87億９千７百万円（同84.５％増）、経常利益は90億２千８百万円（同

79.9％増）となりました。 

また、特別損益の部では、減損会計適用による減損損失を計上しましたが、株式の売却益があったため当期純利

益は49億８千８百万円（同116.9％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

１．医薬品関連事業 

主要製品の高脂血症治療剤「エパデール」が順調に推移し、持続性Ｃa拮抗降圧剤「アテレック」の伸長に加え

て、止血剤「トロンビン」なども増収となり、天然型インターフェロン製剤「ＩＦＮβモチダ」、膵炎・ショッ

ク治療剤「ミラクリッド」、循環機能改善剤「ロコルナール」等の落ち込みがありましたが、売上高は621億１千

９百万円（同4.7％増）、営業利益は売上原価率の改善及び研究開発費の減少等により87億２千７百万円（同

84.6％増）となりました。 

２．ヘルスケア事業 

消費の低迷と基礎化粧品等の競争が激化する中で、頭皮ケアシャンプー及びリンス「コラージュフルフル」

「フルフルリンス」が堅調に推移し、売上高は33億（同5.5％増）、営業利益は広告宣伝費の減少等により１億５

千４百万円（同516.6％増）となりました。 

３．医療機器事業 

超音波診断装置事業のさらなる拡大と販売促進を積極的に展開し、超音波診断装置「ソノビスタ－Ｃ３００

０」「ソノビスタ Ｇ４０」「ソノビスタ Ｇ６０ Ｓ」が売上に寄与しましたが、「ソノビスタＣｏｌｏｒＦＤ」

「ソノビスタ－ＭＳＣ」等の落ち込みにより売上高は52億７百万円（同7.0％減）、営業損益は売上原価率の改善

がありましたが、人件費等の増加により８千３百万円の損失（前期は１千４百万円の利益）となりました。 

 なお、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメントの業

績は記載しておりません。 

（2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前当期

純利益が高水準でありましたが、短期借入金の返済及び投資有価証券の取得等による支出等により、前連結会計

年度末に比べ36億９千３百万円減少し、当連結会計年度末には251億２百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は84億４千６百万円となりました。 

これは主に、その他流動負債の減少14億３千８百万円がありましたが、税金等調整前当期純利益88億６千４百

万円と高水準であったことに加え、減価償却費33億９千３百万円の発生等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は57億２千６百万円となりました。 

これは主に、投資有価証券売却よる収入12億５千１百万円がありましたが、投資有価証券の取得による支出28

億４千４百万円及び有価証券の取得による支出25億５百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は64億１千４百万円となりました。 

これは、短期借入金の返済40億円、配当金の支払額11億２千６百万円、自己株式の取得による支出６億８千７

百万円及び長期借入金の返済による支出６億円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は正味販売価格によっております。 

２．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は実際仕入額によっております。 

２．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは主として見込生産を行っているため、記載を省略しております。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

※ ㈱メディセオ・パルタックホールディングスは、平成17年10月１日付で㈱パルタックと経営統合し、㈱

メディセオホールディングスより商号変更しております。 

２．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品関連 52,133 15.0 

ヘルスケア 3,740 11.3 

合   計 55,873 14.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品関連 5,936 6.2 

ヘルスケア － △100.0 

医療機器 2,727 △22.4 

合   計 8,664 △4.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品関連 62,119 4.7 

ヘルスケア 3,300 5.5 

医療機器 5,207 △7.0 

合   計 70,627 3.8 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱メディセオ・パルタック 

ホールディングス ※ 
11,128 16.4 12,775 18.1 

㈱スズケン 12,092 17.8 12,573 17.8 

 アルフレッサ㈱ 9,206 13.5 10,084 14.3 

 東邦薬品㈱ － － 7,578 10.7 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、経営環境の変化への積極的な対応策として、各事業の強化を目的とした投資を継続するととも

に、社員一人一人の意識改革及び部門間の協力連携による生産性向上、業務全般の効率化とスピードアップを推進

し、利益を重視した筋肉質の経営を強化してまいります。対処すべき課題としては引き続き、中期経営計画の中心

項目である「競争力のある事業、領域の確立」、「パートナーシップの重視」、「リソースの徹底した見直し」を

掲げております。 

(1) 競争力のある事業、領域の確立 

 それぞれの事業、領域で「持田製薬グループでなければできない」と評価され、お客様から選ばれるよう

に得意分野をさらに強くし、『オンリーワン』を目指す戦略を推進してまいります。 

(2) パートナーシップの重視 

 外部とのパートナーシップを重視し、社内と社外の資源を結び付け、強い分野はより強く、弱い分野は補

完しあう戦略を実行してまいります。 

(3) リソースの徹底した見直し 

 全てのビジネスユニットに関して，資源とその配分を見直し、ビジネスユニットの完全な自立と部門間連

携により全社の生産性向上などの構造改革を推進してまいります。また中核とすべき企業能力の伸長に資源

を集中させるために、無駄のない筋肉質の経営を強化してまいります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

当社グループは、日々研究開発に全力を注いでおりますが、今後順調に研究開発が進み発売できるとは限らず、途

中で開発を断念しなければならない可能性や、たとえ上市出来たとしても、当初予想していた利益をもたらさない可

能性があります。 

 また、当社グループは医薬品の品質につきまして、厚生労働省の厳しい基準のもと、臨床試験の信頼性の保証や製

品の品質保証等万全を期しておりますが、予期せぬ副作用の発生あるいは製品に不純物が混入する等の製造上の瑕疵

による製品の回収、製造販売の中止、薬害訴訟の提起等が発生する可能性があります。 

 一方、今後の医療制度改革による受診者負担増、後発品使用の促進及び薬価引き下げ等、医療費抑制策推進の動向

によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 当社グループの主事業である医薬品売上高のうち、主要製品エパデールの売上高は50％以上を占め、その比率は増

加傾向にあります。このため、後発品の伸長や予期せぬ副作用、製品瑕疵等が発生し販売中止や製品回収がおこった

場合、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの商品及び原材料の中には、特定の取引先に供給を依存しているものがあります。このため、

何らかの要因により、これらの商品及び原材料の供給が停止した場合、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす

可能性があります。 

 一方、当社グループの販売先は、特定の卸に集中しており、これらの卸に貸倒れが発生した場合、経営成績及び財

政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 その他に、当社グループは各事業部門において、合弁事業や製品の導入等、他社との業務提携を行っております。

しかし、今後何らかの事情により、これらの提携が解消される可能性があります。 

 また、個人情報の漏洩等により、不測の損失を被るリスクが存在しますが、当社グループでは、会社の保有する情

報の保護のための安全管理措置（組織的・人的・物理的・技術的措置）を講じ、情報セキュリティ面の充実を図って

おります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。また、

上記以外にもさまざまなリスクがあり、ここに記載されたものが当社グループの全てのリスクではありません。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）外国企業との主要契約 

１．1976年、東ドイツ、ゲルメッド・エキスポート・インポートとの間に、循環機能改善剤「ロコルナール」の

原末輸入及び製造、販売に関し締結した契約を踏襲して、現在は、ドイツ、ロッドレーベンファルマ社との間

で取引を継続しております。 

２．1976年、ベルギー、ヤンセン社との間に、抗真菌剤「フロリード」の原末輸入及び製造、販売に関する契約

を締結いたしました。 

３．2003年、デンマーク、ノボ ノルディスク社及び日本、ノボ ノルディスク ファーマ㈱との間に、血液凝

固阻止剤「ノボ・ヘパリン」及びヘパリン拮抗剤「ノボ・硫酸プロタミン」の輸入及び製造、販売に関する契

約を締結いたしました。 

４. 2004年、持田シーメンスメディカルシステム(株)（連結子会社）は、ドイツ、シーメンスＡＧとの間に、超

音波診断装置の日本における独占的販売契約を締結いたしました。 

(2）国内企業との主要契約 

１．1981年、日本水産㈱との間に、高脂血症治療剤「エパデール」の原末仕入及び製造、販売に関する契約を締

結いたしました。 

２．1997年、日本ケミカルリサーチ㈱との間に、膵炎・ショック治療剤「ミラクリッド」及び血栓溶解剤「ウロ

ナーゼ」の原体購入等に関する契約を締結いたしました。 

３．1984年、味の素㈱との間に、抗ウイルス剤「アラセナ－Ａ」の原末仕入及び製造、販売に関する契約を締結

いたしました。 

４．1997年、味の素㈱との間に、持続性Ｃａ拮抗降圧剤「アテレック」の仕入及び販売に関する契約を締結いた

しました。 

５．2002年、アベンティス ファーマ㈱（現 サノフィ・アベンティス㈱）との間に、ＧｎＲＨ誘導体製剤「ス

プレキュア」の仕入及び販売に関する契約を締結いたしました。 

６【研究開発活動】 

当社グループは、社是「先見的独創と研究」を実践し、独創的な新薬の創製を目指す一方、国内外企業との研究

開発提携を積極的に推進し、医家向医薬品を中心に診断用薬、ヘルスケアの各分野において、研究開発活動を展開

しております。 

当連結会計年度の研究開発費の総額は86億７千６百万円であります。 

当連結会計年度の事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりであります。 

医薬品関連事業では、創薬研究面におきまして世界に通用する独創的新薬の創製を目指して、糖尿病・肥満、慢

性疼痛の２分野にテーマを集中して活動いたしました。また、国内外の機関との共同研究も積極的に実施し、研究

活動の効率化を図るとともに、ＦＸａ阻害薬及びＧＰⅥ抗体の導出活動にも積極的に取り組んでおります。 

臨床開発面では、子宮内膜症治療剤「ジエノゲスト」が第三相臨床試験を終了し、本年４月28日に製造販売承認

申請をいたしました。加えて、尖圭コンジローマ治療剤「イミキモド」が後期第二相臨床試験を終了し、本年５月

31日に製造販売承認申請をいたしました。抗うつ剤「エスシタロプラム」につきましても、プラセボを含む用量反

応性試験を終了いたしました。また、既存薬の臨床試験として進めておりました大規模臨床試験『ＪＥＬＩＳ』の

結果が、昨年11月米国心臓協会学術大会で発表され、「エパデール」の主要冠動脈イベント発症抑制作用に注目が

集まりました。 

これらの医薬品関連事業の当連結会計年度の研究開発費は85億３千７百万円であります。 

 ヘルスケア事業の研究開発費は１億３千９百万円であります。 

 （注）上記金額中に、消費税等は含まれておりません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表を作成する責任は経営者にあり、財務諸表に重要な影響を及ぼす事項で、会計上の

見積りの基礎となる仮定の適切性については会計監査人に確認をしております。 

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

  当連結会計年度は、前年度に比較し増収を確保し、医薬品関連事業の増収に加え医薬品生産設備の稼働率上昇

による原価低減、さらに研究開発費の減少などもあり、営業利益は87億９千７百万円で前期比84.5％、経常利益

は90億２千８百万円で同79.9％とそれぞれ増益になりました。一方、特別損失として減損会計適用による減損損



失を計上しましたが、株式の売却益があったため当期純利益は49億８千８百万円で前期比116.9％の増益になり

ました。なお、経営成績の詳細については、１[業績等の概要](1)に記載のとおりであります。 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について 

国内における急速な高齢化が進行するなか、今後も医療費抑制策をはじめとする医療制度改革の推進が予想さ

れ、その動向によっては当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があります。また、新薬開発の成

否、予期せぬ副作用の発生、製品回収等により経営成績に大きな影響を与える要因となる可能性があります。こ

れら要因の詳細については、４［事業等のリスク］に記載のとおりであります。 

（４）戦略的現状と見通し 

引き続き厳しい環境ですが、当社グループ全体で業務の効率化を推進すると同時に、医薬品関連事業において

は主要製品の「エパデール」、「アテレック」などを中心にマーケティング戦略と学術宣伝活動を積極的に展開

し、ヘルスケア事業ではお客様会員組織（コラージュ倶楽部）の拡大や新製品の拡充を図ると同時に「コラージ

ュ」「スキナ」ブランドの価値を高めるための種々の施策を実施してまいります。医療機器事業では、超音波診

断装置のラインアップの充実により得意とする産婦人科領域だけでなく、循環器・腹部領域への拡販を図ってま

いります。 

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度末の総資産は、投資有価証券の取得と時価の増加などにより、前期末と比べ13億７千万円増加

し1,062億４千５百万円となりました。主な増減は、流動資産では、有価証券が42億５百万円の増加で132億円と

なり、短期貸付金（現先取引）が74億７百万円減少し29億９千９百万円となりました。固定資産では、有形固定

資産が減損会計適用による減損損失の計上および減価償却費により全体で27億３千５百万円の減少で193億２千

９百万円となりました。投資その他の資産では、投資有価証券が49億２千５百万円の増加で、129億３千１百万

円となり、その他に含まれる長期性預金が７億円増加しております。 

負債の部では、持田製薬工場株式会社の運転資金をグループ内調達に変更したことにより短期借入金が40億円

減少し21億円となりました。また、税金等調整前当期純利益の増加により、流動負債の未払法人税等が22億９千

１百万円増加しております。その結果、負債の部全体では、328億６千６百万円となりました。 

資本の部では、自己株式取得が６億８千７百万円ありましたが、投資有価証券の時価の増加によるその他有価

証券評価差額金の増加と、内部留保により差し引き46億４千７百万円増加し727億６千３百万円となりました。

この結果、株主資本比率は68.5％と前期比3.5％増加しました。 

キャッシュ・フローにつきましては当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ36億

９千３百万円減少し、251億２百万円となりました。 

なお、詳細につきましては１.［業績等の概要］(2)に記載のとおりであります。 

次期の見通しですが、資産、負債および資本は不確定要素が多いため、キャッシュ・フローについての概略見

通しを記載いたします。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払の増加、税金等調整前当期純利益の減少が予想され、

全体としては当連結会計年度より減少する見込みであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得の予定がなく、当連結会計年度と比較して支出減

を見込んでおります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金と自己株式の取得を予定しております。 

  なお、次期の見通しにつきましては当連結会計年度末において判断しております。 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、グループ全体に関する構造改革をあらゆる角度から推進し、環境変化に対応した筋肉質の

経営を強化します。 

①ビジネスユニットの自立と連携を目指した改革 

各事業の責任を明確にして、それぞれの事業環境に適した機動的な活動を行うために、分社化を推進しまし

た。2003年10月に医療機器事業部門を持田メディカルシステム㈱として分社し、その後2004年９月に持田シー

メンスメディカルシステム㈱として営業を開始いたしました。2004年４月にヘルスケア事業部門を持田ヘルス

ケア㈱として分社し、さらに2005年４月には医薬品製造部門を持田製薬工場㈱として分社いたしました。 

 医療機器、ヘルスケア、医薬事業、創薬研究所などのビジネスユニットについては、それぞれの事業固有の

環境を勘案し、活動効率を高められるように独立採算に加え部門間連携も重視して運営いたします。また、本

社部門も一つのユニットとして、本社機能の強化に取り組み、企業価値の向上、意思決定の迅速化、業務効率



の向上を図ってまいります。 

②生産性向上を目指した改革 

 グループ経営体制の整備にあわせ、人的資源の最適化の観点から人員計画、配置、活用方法を見直します。

また正社員では補えない能力は広く社外へ求め、非正社員にも着目した柔軟な雇用形態を広げていきます。 

 また、筋肉質の経営に向け、社員一人一人の意識改革を推進するとともに、部門間の協力連携を重視するこ

とにより生産性の10％アップを目指します。 

 医薬品関連事業では、重点４領域(循環器、産婦人科、皮膚科、救急)にリソースを集中し、スペシャリティ

ファーマを目指します。現有製品の長寿化、価値最大化を目指し、ライフサイクルマネジメントを強化しま

す。効率的販売を可能にする得意分野の製品を複数導入していきます。 

 医薬品製造部門は、2005年４月に分社し、持田製薬工場㈱として発足しました。大田原本社工場への集約化

も完了し、グローバルスタンダードに対応した最新鋭の製造設備、最先端の技術を組み合わせた信頼性と効率

性の高い医薬品受託製造事業を推進します。 

 ヘルスケア事業は、これまでの皮膚科、産婦人科の先生方の高い支持を基盤として、マーケティングの強化

に努め、コラージュフルフルのアイテム拡充、新たな製品投入とブランドの確立により、市場開拓を図りま

す。 

 医療機器事業は、超音波診断装置分野にシーメンスのハイエンド機種を投入し、また、コールセンターの設

立により顧客へのサービスを充実させ、トップシェアを維持していた産婦人科での地位を更に強固にするとと

もに、循環器・腹部市場でのシェア拡大を目指します。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループの当連結会計年度の設備投資は、医薬品の生産設備及び研究設備の合理化、省力化を図るために行い

ました。これらによる設備投資の額は11億５百万円であります。 

 医薬品関連事業については、医薬品生産設備の合理化、省力化と創薬研究所の医薬品研究設備の拡充を中心に10億

５千９百万円、ヘルスケア事業においては、生産設備を中心に２千６百万円、医療機器事業においては、販売設備を

中心に１千９百万円それぞれ実施いたしました。これらの所要資金はすべて自己資金で賄っております。 

なお、平成17年４月１日をもって、当社の静岡工場及び大田原工場が行っていた医薬品の製造に係わる一切の事業

を、連結子会社である持田製薬工場株式会社へ承継いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

（1）提出会社 

 （注）１．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。 

２．このほか電子計算機その他事務用機器等をリース契約により賃借しており、これらのリース料のうち主要な

ものの年額は144百万円であり、リース期間は主として４年であります。 

３．支店には、当該支店が統括する事業所等の設備及び従業員が含まれております。なお、支店及び営業所の一

部で建物の賃借をしており、年間賃料は554百万円であります。 

４．本表中には、建設仮勘定は含まれておりません。 

５．その他は工具器具及び備品であります。 

６．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。 

（2）国内子会社 

 （注）１．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。 

２．本表中には、建設仮勘定は含まれておりません。 

３．その他は工具器具及び備品であります。 

４．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充、改修、除却及び売却等の計画はありませ

ん。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位 百万円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 
（注５） 

合計 

藤枝事業所 

（静岡県藤枝市） 
医薬品関連 研究設備他 716 113 

151 

(47,749)
147 1,129 

42 

(9)

御殿場事業所 

（静岡県御殿場市） 
医薬品関連 研究設備 760 7 

865 

(35,122)
519 2,152 

140 

(8)

本社 

（東京都新宿区） 
全社（共通） 統括業務施設 264 0 

562 

(832)
125 953 

354 

(19)

東京支店他９支店

（全国）（注３） 
医薬品関連 販売設備 273 － 

97 

(1,818)
60 431 

838 

(11)

その他 全社（共通） 寮・社宅設備他 264 21 
1,567 

(64,274)
6 1,860 

－ 

(－)

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（単位 百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 
（注３） 

合計 

持田製薬工場㈱ 

本社工場 

(栃木県大田原市) 
医薬品関連 生産設備 5,702 3,842 

1,561 

(128,960)
253 11,360 

149 

(149)

静岡工場 

(静岡県藤枝市) 
医薬品関連 生産設備 21 62 － 34 119 

26 

(10)

その他 医薬品関連 寮・社宅設備 34 － 
101 

(5,247)
0 136 

－ 

(－)

持田ヘルスケア㈱ 
埼玉工場 

(埼玉県鴻巣市) 
ヘルスケア 生産設備 183 89 

132 

(5,355)
19 425 

3 

(－)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日 

   より107,375,000株増加し、300,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 自己株式の消却による減少であります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式12,443,284株は「個人その他」の欄に12,443単元、「単元未満株式の状況」の欄に284株含めて記

載しております。 

なお、自己株式12,443,284株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有株式数は

12,442,284株であります。 

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ8単元

及び960株含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 192,625,000 

計 192,625,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 137,223,608  同左  東京証券取引所市場第一部 － 

計 137,223,608 同左 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年11月21日 △1,000 143,598 － 7,229 － 1,871 

平成14年１月31日 △1,000 142,598 － 7,229 － 1,871 

平成17年３月28日 △5,375 137,223 － 7,229 － 1,871 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 53 37 265 116 2 11,603 12,076 － 

所有株式数

（単元） 
 － 24,438 779 27,670 8,149 2 72,688 133,726 3,497,608 

所有株式数の

割合（％） 
 － 18.28 0.58 20.69 6.09 0.00 54.36 100 － 



(5）【大株主の状況】 

  （注）１．上記のほか、当社所有の自己株式が12,442千株（実質的に所有していない株式1千株は除く）あります。 

２．みずほ信託退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービス信託の所有株式数は全て株式

会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産に拠出したものであり、同社がその議決権行使の指図権を留保

しております。 

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式であります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の12,442,000株は、全て当社所有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権の数８個）及び

株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個）

含まれております。 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

財団法人持田記念医学薬学振興財団 東京都新宿区本塩町７－６ 12,721 9.27 

持田 英 東京都豊島区 6,294 4.59 

持田 和枝 東京都杉並区 6,200 4.52 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 5,966 4.35 

渡辺 進 東京都新宿区 5,638 4.11 

みずほ信託退職給付信託 みずほ銀

行口 再信託受託者 資産管理サー

ビス信託 

東京都中央区晴海１－８－12 晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟 

5,380 3.92 

財団法人高松宮妃癌研究基金 東京都港区西麻布１－８－６－402 3,909 2.85 

日本水産株式会社 東京都千代田区大手町２－６－２ 3,000 2.19 

持田 直幸 東京都杉並区 2,441 1.78 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 2,349 1.71 

計 － 53,899 39.28 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）（注１） 普通株式  12,442,000 － － 

完全議決権株式（その他）  （注２） 普通株式 121,284,000 121,284 － 

単元未満株式 普通株式  3,497,608 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 137,223,608 － － 

総株主の議決権 － 121,284 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の

数１個）あります。 

なお、当該株式は、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めております。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数
の合計(株) 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

持田製薬株式会社 
東京都新宿区四谷

一丁目７番地 
12,442,000 － 12,442,000 9.07 

計 － 12,442,000 － 12,442,000 9.07 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月５日決議） 
800,000 600,000,000 

前決議期間における取得自己株式 700,000 491,400,000 

残存決議株式数及び価額の総額 100,000 108,600,000 

未行使割合（％） 12.50 18.10 

  平成18年６月29日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 



ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することがで

きる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は業績を継続的に発展させることにより、内部留保の充実等間接的な方策と配当等による直接的な方策とによ

って、株主の利益を確保し、還元していくことが重要と考えております。経営環境並びに当社の経営状況、収益状況

等を総合的に判断して、前記直接・間接両面での方策のバランスを勘案しつつ、極力安定的な配当水準を維持するこ

とを旨として、具体的な配当額を決定しております。 

 以上の方針に基づき、当期の配当金につきましては、３円増配し１株につき12円の普通配当とし、内部留保金につ

いては、主として今後の研究開発投資並びに設備投資等に有効に活用してまいります。 

 なお、当期は既に中間配当金１株当たり４円50銭を支払済でありますので、期末配当金は、これを差し引いた１株

当たり７円50銭と決定いたしました。 

 （注） 第68期の中間配当についての取締役会決議日   平成17年11月14日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 11,405,000 

  平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議 － － － 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,460 799 731 770 1,220 

最低（円） 646 476 556 602 652 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 827 1,025 1,105 1,180 1,220 1,219 

最低（円） 741 802 961 925 1,033 1,080 



５【役員の状況】 

役 名  職 名 氏 名 生年月日 略      歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締役) 

 

持田 直幸 昭和33年８月６日生 

昭和56年４月 当社入社 

昭和61年５月 米国インディアナ大学経営大学

院修了 

昭和63年４月 味の素㈱入社 

平成３年４月 当社入社 

平成８年４月 開発企画部長 

平成９年４月 財務部長 

平成９年６月 取締役就任 

平成10年１月 専務取締役就任 

経営企画室長 

平成11年１月 代表取締役社長就任（現） 

2,441 

専務取締役兼 

専務執行役員 

(代表取締役) 

持田シーメンス

メディカルシス

テム担当 

小清水 盛男 昭和21年２月18日生 

昭和51年７月 インターファーム㈱（現㈱持田

インターナショナル）入社 

平成元年10月 ㈱持田インターナショナル常務

取締役就任 

平成２年４月 当社ライセンス部長 

平成３年６月 当社取締役就任 

平成10年１月 医療機器事業、ライセンス、海

外業務及び新規事業推進担当 

平成10年４月 常務取締役就任 

平成11年７月 医薬事業、ヘルスケア事業、医

療機器事業、ライセンス及び海

外業務担当 

平成13年10月 取締役兼常務執行役員就任 

平成14年６月 代表取締役専務取締役兼専務執

行役員就任（現） 

平成18年４月 持田シーメンスメディカルシス

テム担当（現） 

13 

専務取締役兼 

専務執行役員 

(代表取締役) 

企画管理、監

査、信頼性保

証、持田ヘルス

ケア、持田イン

ターナショナル

及びテクノネッ

ト担当 

青木  誠 昭和23年３月11日生 

昭和45年４月 ㈱三菱銀行入行 

平成10年６月 ㈱東京三菱銀行取締役就任 

平成11年３月 同行ニューヨーク支店長兼ケイ

マン支店長 

平成12年６月 当社常務取締役就任 

平成13年４月 ヘルスケア事業、財務、経理、薬

事監査及び子会社担当 

平成13年10月 取締役兼常務執行役員就任 

平成14年６月 代表取締役専務取締役兼専務執

行役員就任（現） 

平成18年４月 企画管理、監査、信頼性保証、 

持田ヘルスケア、持田インター

ナショナル及びテクノネット担

当（現） 

15 

 



役 名  職 名 氏 名 生年月日 略      歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役兼 

常務執行役員 

持田製薬工場担

当 
延原 正弘 昭和22年３月25日生 

昭和46年４月 当社入社 

昭和63年10月 ライフサイエンス企画事業部長

兼バイオサイエンス研究所部長 

平成２年６月 取締役就任 

平成８年４月 医薬事業本部管理及び情報シス

テム担当兼公正取引推進室長 

平成９年１月 常務取締役就任 

平成11年４月 製造担当兼経営企画室長 

平成13年10月 取締役兼常務執行役員就任

（現） 

平成18年４月 持田製薬工場担当（現） 

6 

取締役兼 

常務執行役員 

研究担当兼 

研究本部長 
磯村 八州男 昭和25年６月５日生 

昭和51年４月 山之内製薬㈱入社 

平成12年２月 ノバルティスファーマ㈱入社 

       同社研究本部長 

平成13年４月 同社取締役就任 

平成16年３月 当社顧問 

平成16年６月 常務執行役員就任      

創薬研究統括 

平成17年１月 研究本部長兼創薬研究所長 

及び研究担当 

平成17年６月 取締役兼常務執行役員就任（現） 

平成18年４月 研究担当兼研究本部長（現） 

2 

取締役兼 

常務執行役員 

医薬営業及び医

薬マーケティン

グ担当兼 

医薬営業本部長 

佐々木 薫 昭和23年７月24日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成10年３月 神戸支店長 

平成13年４月 医薬事業本部西日本統括部長及

び大阪支店長 

平成14年４月 医薬事業本部西日本統括部長 

平成14年６月 取締役兼執行役員就任 

        医薬営業本部長 

平成18年４月 取締役兼常務執行役員就任（現） 

医薬営業及び医薬マーケティン

グ担当兼医薬営業本部長（現） 

6 

取締役兼 

執行役員 

医薬開発、市販

後調査及び事業

開発担当 

河野 洋一 昭和31年５月18日生 

昭和54年４月 当社入社 

平成９年４月 開発企画部長 

平成10年10月 開発本部副本部長兼臨床開発部

長 

平成11年４月 研開本部長兼臨床開発部長及び

研開企画推進部長 

平成13年10月 執行役員就任 

平成14年６月 取締役兼執行役員就任（現） 

平成16年６月 研開本部長兼研開、薬制、御殿場

事業所及び創薬研究所担当 

平成18年４月 医薬開発、市販後調査及び事業開

発担当（現） 

4 

取締役相談役 

 

渡辺  進 大正11年６月７日生 

昭和24年３月 当社入社 

昭和31年５月 営業部次長 

昭和36年５月 取締役就任 

昭和44年５月 常務取締役就任 

昭和48年５月 専務取締役就任 

昭和60年８月 取締役副社長就任 

平成２年１月 取締役社長就任 

平成11年１月 取締役会長就任 

平成16年６月 取締役相談役就任（現） 

5,638 

取締役 

 

岸  和正 昭和26年11月17日生 

昭和59年４月 弁護士登録 

東京富士法律事務所入所 

平成２年４月 同法律事務所パートナー（現） 

平成18年６月 当社取締役就任（現） 

- 

 



 （注）１．取締役岸和正は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

     ２．監査役土屋公献、小島章伸及び石川清隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、取締役会の機能を経営意思決定と業務執行監督とに明確化し、業務執行の役割を取締役会から分

離し、経営意思決定と業務執行の迅速化を図ることを目指すため、平成13年10月１日より執行役員制を導入

いたしました。 

上記取締役兼執行役員以外の執行役員は以下の９名であります。 

執行役員    田中 晋介  JELIS・市販後特命 

執行役員    井上 幸夫  医薬マーケティング本部長兼マーケティング部長 

執行役員    出口 隆嗣  事業開発本部長 

執行役員    中村 民夫  企画管理本部長兼法務部長 

執行役員    舟喜 光一  医薬開発本部副本部長兼開発企画推進部長 

執行役員    稲垣  隆  経理部長 

執行役員    高柳 和久  信頼性保証本部長 

執行役員     稲垣 省三  医薬営業本部副本部長 

執行役員    平田  彰  医薬開発本部長兼医薬開発部長 

役 名  職 名 氏 名 生年月日 略      歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 

 

中瀬  博 昭和16年２月１日生 

昭和39年４月 当社入社 

平成２年７月 財務部長 

平成７年６月 取締役就任 

平成９年４月 経理部長 

平成13年10月 取締役兼執行役員就任 

財務部長 

平成14年６月 常勤監査役就任（現） 

10 

常勤監査役 

 

小川   洋 昭和22年12月３日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成５年４月 法務部長 

平成14年６月 執行役員就任 

平成16年10月 法務部長兼広報室長 

平成18年６月 常勤監査役就任（現） 

6 

監査役 

 

土屋 公献 大正12年４月３日生 

昭和35年４月 弁護士登録 

昭和50年４月 当社顧問 

昭和57年６月 監査役就任（現） 

8 

監査役 

 

小島 章伸 昭和３年４月22日生 

昭和26年２月 ㈱日本経済新聞社入社 

昭和52年３月 同社取締役編集局長就任 

昭和59年10月 ㈱市況情報センター（現㈱ＱＵ

ＩＣＫ）代表取締役社長就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現） 

平成17年３月 ㈱ＱＵＩＣＫ参与就任（現） 

- 

監査役 

 

石川 清隆 昭和28年１月10日生 

昭和59年４月 弁護士登録 

平成６年１月 当社顧問 

平成16年６月 監査役就任（現） 

- 

    計 8,150 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）会社機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

 当社グループでは、コーポレート・ガバナンスの充実、コンプライアンス経営の徹底をすべての経営活動の機軸と捉

え、これを重要な経営課題の一つとして位置付けております。 

 コーポレート・ガバナンスの充実策の一つとして、重要な経営の意思決定に当たっては経営政策会議の充分な議論の

結果をもとに、毎週開催される常務会及びグループ経営会議において決定を行っております。また、取締役会の機能を

経営意思決定と業務執行監督とに明確化し、経営意思決定と業務執行の迅速化を目的として、執行役員制を導入してお

ります。 

 コンプライアンス経営の徹底策としましては、「持田製薬行動憲章」を制定し、社外有識者を含めた倫理委員会を定

期的に開催するとともに、全グループ社員を対象とした倫理研修を定期的に実施しており、今後も継続してコンプライ

アンス徹底に努めてまいります。 

 ＣＳＲ（企業の社会的責任）につきましては、各所轄部門において既に鋭意取り組み中でありますが、グループ全体

の推進母体として新たにＣＳＲ推進連絡会議を設置し、近年の社会的要請にさらに応えてまいります。 

(2）内部監査及び監査役監査の状況 

  内部統制面では、監査部を設置し、営業部門、研究部門をはじめ、必要な内部監査を随時実施しております。今後も

必要に応じて、弁護士、会計監査人より適切なアドバイスを受けるなど、さまざまな環境の変化にもすばやく対応でき

るよう努めてまいります。監査役会は５名で構成し、経営の意思決定と執行の公正性・透明性を確保するため、年度の

監査方針並びに監査計画に従って、取締役会や各部門における重要な会議に出席するほか、本社、主要事業所、子会社

における業務及び財産の状況調査を行っております。また、会計監査人及び内部監査部門とも緊密な連係をとりなが

ら、監査の実効をあげてまいります。 

(3）社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係 

  取締役９名のうち１名は社外取締役であり、また監査役５名のうち３名は社外監査役であります。社外取締役及び社

外監査役と当社との間には、取引関係その他の利害関係はありません。 

(4）会計監査の状況 

  当社の会計監査業務は聖橋監査法人が行っております。 

  当期の業務を執行した公認会計士の氏名及び補助者の構成は以下のとおりであります。 

・ 業務を執行した公認会計士の氏名 

  酒井 敏彦（継続監査年数：28年） 

  山本 嘉彦（継続監査年数：16年） 

  松田 信彦（継続監査年数：２年） 

・ 会計監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士５名、会計士補４名 

 なお、酒井敏彦及び山本嘉彦両名については、平成16年４月１日より適用されている公認会計士法第34条の11の３

に定める業務執行社員のローテーション制度の実質起算日たる平成14年４月１日からの継続監査年数は、それぞれ４

年であります。 

(5）役員報酬の内容 

取締役に対する報酬は156百万円、監査役に対する報酬は29百万円であります。 

(6) 監査報酬の内容 

   当期の監査報酬額は以下のとおりであります。 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」に基づく

監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、３．の金額には

これらの合計額を記載しております。 

区分 支払額 

1.当社及び子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 39百万円 

2.上記１.の合計額のうち公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定す

る業務（監査証明業務）に基づく報酬等の合計額 

39百万円 

3.上記2.の合計額のうち当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 24百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第67期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第67期（平成16年４

月１日から平成17年３月31日まで）及び第68期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につい

て、聖橋監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   10,773   12,424  

２ 受取手形及び売掛金   21,351   22,028  

３ 有価証券   8,995   13,200  

４ 棚卸資産   9,410   10,143  

５ 繰延税金資産   2,675   2,429  

６ 短期貸付金   10,406   2,999  

７ その他   1,074   1,001  

貸倒引当金   △56   △49  

流動資産合計   64,631 61.6  64,180 60.4 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1）建物及び構築物   9,571   8,265  

(2）機械装置及び運搬具   5,446   4,138  

(3）土地   5,294   5,105  

(4）建設仮勘定   414   591  

(5）その他   1,337   1,228  

有形固定資産合計   22,064 21.1  19,329 18.2 

２ 無形固定資産   459 0.4  580 0.5 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券   8,006   12,931  

(2）繰延税金資産   2,703   1,995  

(3）その他   7,010   7,227  

投資その他の資産合計   17,720 16.9  22,154 20.9 

固定資産合計   40,244 38.4  42,065 39.6 

資産合計   104,875 100.0  106,245 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金   6,653   6,445  

２ 短期借入金   6,100   2,100  

３ 未払法人税等   814   3,106  

４ 賞与引当金   2,170   2,688  

５ その他の引当金   701   692  

６ その他   6,257   4,752  

流動負債合計   22,699 21.6  19,784 18.6 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金   2,400   1,800  

２ 長期未払金   1,155   735  

３ 退職給付引当金   9,375   10,040  

４ 役員退職慰労引当金   457   484  

５ 繰延税金負債   －   22  

固定負債合計   13,388 12.8  13,081 12.3 

負債合計   36,087 34.4  32,866 30.9 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   670 0.6  615 0.6 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  7,229 6.9  7,229 6.8 

Ⅱ 資本剰余金   1,871 1.8  1,871 1.8 

Ⅲ 利益剰余金   64,160 61.2  67,990 64.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,012 1.9  3,516 3.3 

Ⅴ 自己株式 ※４  △7,157 △6.8  △7,844 △7.4 

資本合計   68,116 65.0  72,763 68.5 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

  104,875 100.0  106,245 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   68,041 100.0  70,627 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２  27,314 40.1  26,802 37.9 

売上総利益   40,727 59.9  43,825 62.1 

返品調整引当金戻入
額 

  － －  13 0.0 

返品調整引当金繰入
額 

  16 0.1  － － 

差引売上総利益   40,711 59.8  43,838 62.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 35,943 52.8  35,040 49.6 

営業利益   4,768 7.0  8,797 12.5 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  22   18   

２ 受取配当金  84   93   

３ ロイヤリティ収入  37   206   

４ 不動産賃貸料  84   83   

５ その他  129 358 0.5 223 624 0.9 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  62   109   

２ 支払手数料  36   27   

３ 棚卸資産廃棄損等  －   247   

４ その他  8 107 0.1 9 394 0.6 

経常利益   5,019 7.4  9,028 12.8 

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入額  －   7   

２ 固定資産売却益 ※６ －   29   

３ 投資有価証券売却益  －   795   

４ 関係会社株式売却益  376   －   

５ 前期損益修正益 ※７ － 376 0.5 29 861 1.2 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損・除却
損 

※３ 107   76   

２ 特別退職金 ※４ 683   －   

３ 生産設備除却損等 ※５ 531   －   

４ 減損損失 ※８ －   936   

５ その他  41 1,363 2.0 11 1,025 1.4 

税金等調整前当期純利
益 

  4,032 5.9  8,864 12.6 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,226   3,972   

法人税等調整額  △490 1,735 2.5 △39 3,932 5.6 

少数株主損失   2 0.0  55 0.1 

当期純利益   2,299 3.4  4,988 7.1 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,871  1,871 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   1,871  1,871 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   66,501  64,160 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 当期純利益  2,299 2,299 4,988 4,988 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  1,270  1,127  

２ 役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
30 
(1) 

 
30 
(1) 

 

３ 自己株式消却額  3,339 4,640 － 1,157 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   64,160  67,990 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,032 8,864 

減価償却費  3,501 3,393 

固定資産売却損・除却損  107 76 

生産設備除却損等  531 － 

減損損失  － 936 

固定資産売却益  － △29 

投資有価証券売却益  － △795 

関係会社株式売却益  △376 － 

貸倒引当金の増減額  （減少：△）  15 △7 

賞与引当金の増減額  （減少：△）  54 517 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  363 664 

役員退職慰労引当金の増減額 
 （減少：△） 

 △16 26 

受取利息及び受取配当金  △107 △111 

支払利息及び支払手数料  99 137 

為替差損益      （差益：△）  0 △0 

売上債権の増減額   （増加：△）  1,291 △677 

棚卸資産の増減額   （増加：△）  △487 △733 

その他流動資産の増減額（増加：△）  △64 71 

仕入債務の増減額   （減少：△）  1,512 △208 

その他流動負債の増減額（減少：△）  △380 △1,438 

役員賞与の支払額  △30 △30 

その他  △636 △509 

 小計  9,410 10,146 

利息及び配当金の受取額  105 112 

利息及び手数料の支払額  △116 △131 

法人税等の支払額  △3,267 △1,681 

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,133 8,446 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △3,000 △700 

定期預金の払戻による収入  － 360 

有価証券の取得による支出  △500 △2,505 

有価証券の償還による収入  2,798 － 

有形・無形固定資産の取得による支出  △4,947 △1,310 

土地売却による収入  754 － 

関係会社株式の売却による収入  1,050 － 

投資有価証券の償還による収入  2,000 － 

投資有価証券の取得による支出  － △2,844 

投資有価証券の売却による収入  － 1,251 

その他  △25 21 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,870 △5,726 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入金の純増減額 （減少：△）  5,100 △4,000 

 長期借入れによる収入  2,400 － 

 長期借入金の返済による支出  － △600 

 配当金の支払額  △1,272 △1,126 

 自己株式の取得による支出  △3,079 △687 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  3,148 △6,414 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
    （減少：△） 

 7,410 △3,693 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  21,385 28,796 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 28,796 25,102 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

当社の子会社は５社で全て連結しております。連結子

会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状

況」に記載のとおりであります。 

当連結会計年度において、当社はシーメンス・グルー

プの親会社であるシーメンスＡＧと業務・資本提携を

したことに伴い、連結子会社の持田メディカルシステ

ム㈱の発行済株式総数の35％をシーメンス㈱に譲渡い

たしました。これにより持田メディカルシステム㈱は

持田シーメンスメディカルシステム㈱に社名を変更し

ております。また、㈱テクノネットは平成17年３月31

日付で㈱メジカルセンスを吸収合併しております。 

持田製薬工場㈱については、当連結会計年度において

新たに設立したため連結の範囲に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

当社の子会社は５社で全て連結しております。連結子

会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状

況」に記載のとおりであります。 

持田製薬工場㈱は平成17年４月１日付で吸収分割（分

社型）により当社の医薬品製造事業とその資産及び負

債の承継を受け、営業を開始いたしました。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致

しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② 棚卸資産 

製品・仕掛品・商品・原材料・貯蔵品 

総平均法による原価法 

② 棚卸資産 

 総平均法による原価法 

  

（会計処理方法の変更） 

従来、商品・原材料・貯蔵品につきましては移動

平均法による原価法によっておりましたが、当連

結会計年度より総平均法による原価法に変更いた

しました。この変更は、標準原価計算をさらに推

進し、原価管理の質的向上とコンピューターシス

テムを統一して使用することにより、事務処理を

合理化するためであります。 

この変更による影響額は軽微であります。 

───── 

  

  

 



前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物     15年～50年 

機械装置及び運搬具   ７年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（主に５年）に基づく

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、主とし

て、一般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えて、支給対象期間に

対応する支給見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

③ 退職給付引当金 

        同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰

労金内規に基づく当連結会計年度末要支給見込

額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

該当事項はありません。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

該当事項はありません。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

─────  １．固定資産の減損に係る会計基準  

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより、税金等調整前当期純利益

は936百万円減少しております。 

セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

おります。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

─────  ２．棚卸資産廃棄損等に係る処理基準 

  従来、棚卸資産廃棄損等の計上については、経常的に

発生するものであることから、売上原価に含めて表示

しておりましたが、当連結会計年度より、営業外費用

で表示する方法に変更いたしました。 

この変更は、製造事業を分社したことを機に、仕損等

を非原価項目として売上原価から分離させ、原価管理

を徹底するために行ったことによるものです。 

この変更により、従来の処理に比べて、売上総利益、

営業利益は247百万円増加しますが、経常利益、税金等

調整前当期純利益には影響がありません。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において区分掲記しておりました

「未払金」（当期3,211百万円）は、当連結会計年度

において、負債、少数株主持分及び資本の合計の100

分の５以下のため、流動負債の「その他」に含めて

表示することに変更いたしました。 

  

───── 

２．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16

年12月1日より適用となること及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が

平成17年2月15日付で改正されたことに伴い、当連結

会計年度から投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（証券取引法第2条第2項により有価

証券とみなされるもの）を投資有価証券として表示

する方法に変更いたしました。 

なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は118百万円であり、前連結会計年度

における「投資その他の資産」の「その他」に含ま

れている当該出資の額は101百万円であります。 

───── 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は28,062百万円で

あります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は30,177百万円で

あります。 

 ２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に

基づく当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額は18,000百万円で、当連結会計年度末の借入

の実行残高はありません。 

 ２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に

基づく当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額は10,000百万円で、当連結会計年度末の借入

の実行残高はありません。 

※３．当社の発行済株式総数は普通株式137,223千株であ

ります。 

※３．当社の発行済株式総数は普通株式137,223千株であ

ります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は普通株式11,518千

株であります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は普通株式12,442千

株であります。 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

広告宣伝費 3,564百万円

給料手当 7,286百万円

賞与 2,921百万円

退職給付費用 1,203百万円

研究開発費 10,140百万円

広告宣伝費 3,573百万円

給料手当      7,367百万円

賞与      3,165百万円

退職給付費用      1,173百万円

研究開発費       8,676百万円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は10,140百万円

であります。 

なお、当期製造費用には、研究開発費は含まれて

おりません。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は8,676百万円で

あります。 

なお、当期製造費用には、研究開発費は含まれて

おりません。 

※３．固定資産売却損・除却損の内訳は次のとおりであ

ります。 

※３．固定資産売却損・除却損の内訳は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

有形固定資産の「その他」他 102百万円

合計 107百万円

建物及び構築物  8百万円

機械装置及び運搬具  24百万円

有形固定資産の「その他」他    42百万円

合計    76百万円

※４．特別退職金は、当社、静岡工場の大田原工場への

集約化に伴う、割増退職金であります。 

※４．               ───── 

※５．生産設備除却損等は、当社、大田原工場への集約

化に伴う、静岡工場の生産設備の除却及び廃棄費

用であります。 

※５．               ───── 

※６．               ───── ※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具  24百万円

有形固定資産の「その他」他 4百万円

合計 29百万円

※７．               ───── ※７．前期損益修正益は、前連結会計年度において特別

損失に計上した生産設備除却損等の修正でありま

す。 

 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

※８．               ───── ※８．当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。  

当社グループは、事業区分別に事業用資産をグルー

ピングしており、事業の用に供していない遊休資産

及び賃貸不動産については個々にグルーピングして

おります。 

事業用資産については減損の兆候はありませんでし

たが、遊休資産については、今後の使用見込みも未

確定であり、賃貸用不動産については、市場価格の

回復が見込まれないことから、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（936百万

円）として特別損失に計上いたしました。 

その内訳は、建物750百万円、土地186百万円であり

ます。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、土地については路線価に合

理的な調整を加え、また建物については固定資産税

評価額を基礎に算定しております。 

場所 用途 種類 摘要 

静岡県 

藤枝市  

藤枝事業所 

医薬品研究 

及び製造設備 

建物 一部遊休 

埼玉県 

さいたま市  
賃貸用不動産 

土地及び

建物 

市場価格の

著しい下落 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

 掲記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

 掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 10,773百万円

有価証券勘定 8,995百万円

短期貸付金（現先取引）勘定 10,406百万円

計 30,176百万円

現金及び預金勘定     12,424百万円

有価証券勘定     13,200百万円

短期貸付金（現先取引）勘定      2,999百万円

計     28,625百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △880百万円

償還期間が３ヵ月を超える有価証券 △500百万円

現金及び現金同等物 28,796百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金    △520百万円

償還期間が３ヵ月を超える有価証券    △3,002百万円

現金及び現金同等物     25,102百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
  
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
  
（百万円）

建物及び構築
物 

27 2 24 

有形固定資産
のその他 

382 171 211 

合計 409 173 235 

 

取得価額
相当額 
  
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
  
（百万円）

建物及び構築
物 

27 5 21 

有形固定資産
のその他 

415 223 191 

合計 442 228 213 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 116百万円

１年超 119百万円

合計 235百万円

１年内    128百万円

１年超    84百万円

合計    213百万円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 133百万円

減価償却費相当額 133百万円

支払リース料    144百万円

減価償却費相当額    144百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 減損処理の対象となるものはありません。 

 なお、有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が簿価（取得原価）の50％以上下落した場合に

は全銘柄について、また、同30％以上50％未満の下落率の銘柄については、個別に回復可能性を総合的に勘案

して、それぞれ減損処理を行っております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 減損処理の対象となるものはありません。 

 なお、有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が簿価（取得原価）の50％以上下落した場合に

は全銘柄について、また、同30％以上50％未満の下落率の銘柄については、個別に回復可能性を総合的に勘案

して、それぞれ減損処理を行っております。 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
  

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
  

（百万円） 

取得原価 
  

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
  

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 3,037 6,550 3,512 5,454 11,346 5,891 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 3,037 6,550 3,512 5,454 11,346 5,891 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 1,090 948 △141 1,069 1,068 △0 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 1,090 948 △141 1,069 1,068 △0 

合計 4,127 7,498 3,371 6,524 12,414 5,890 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

0 0 － 1,257 795 － 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社、連結子会社持田製薬工場㈱、持田シーメンスメディカルシステム㈱及び持田ヘルスケア㈱は、確定給

付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。その他の連結子会社は、確定給

付型の制度として、退職一時金制度のみを設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に

準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 999 2,999 

その他 500 3,002 

(2）その他有価証券   

非上場株式 388 380 

ＭＭＦ 2,402 2,703 

中期国債ファンド 5,093 4,495 

その他 118 136 

 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
  

（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
  

（百万円） 

１年以内 
  

（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
  

（百万円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

(2）社債 － － － － － － － － 

(3）その他 500 － － － 3,002 － － － 

２．その他         

コマーシャルペーパー 999 － － － 2,999 － － － 

合計 1,499 － － － 6,002 － － － 



２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(1)勤務費用に計上しております。 

２．(1)勤務費用には、特別損失で計上をした割増退職金を含めております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日）(百万円) 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日）(百万円) 

(1）退職給付債務 △21,166 △22,051 

(2）年金資産 10,213 12,384 

(3）未積立退職給付債務(1)+(2) △10,953 △9,666 

(4）未認識数理計算上の差異 1,791 △373 

(5）未認識過去勤務債務 

（債務の減額） 
△213 － 

(6）連結貸借対照表計上額純額 

(3)+(4)+(5) 
△9,375 △10,040 

(7）前払年金費用 － － 

(8）退職給付引当金(6)-(7) △9,375 △10,040 

 
前連結会計年度 

（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日）（百万円） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日）（百万円） 

(1）勤務費用 1,714 951 

(2）利息費用 414 422 

(3）期待運用収益 △281 △306 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 850 817 

(5）過去勤務債務の費用処理額 △213 △213 

(6）退職給付費用 

(1)+(2)+(3)+(4)+(5) 
2,483 1,671 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率（％） 2.0 2.0 

(3）期待運用収益率（％） 3.0 3.0 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理 

同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産  （百万円）  （百万円） 

棚卸資産評価損否認額  455   476  

投資有価証券評価損否認額  241   61  

未払事業税否認  48   268  

賞与引当金  877   1,086  

退職給付引当金  3,641   4,031  

役員退職慰労引当金  184   195  

減損損失  －   356  

その他  1,904   1,319  

繰延税金資産 小計  7,353   7,796  

評価性引当額  －   △397  

繰延税金資産 合計  7,353   7,399  

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △1,358   △2,374  

固定資産圧縮積立金その他  △616   △622  

繰延税金負債 合計  △1,975   △2,996  

繰延税金資産（負債）の純額  5,378   4,402  

 （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 

 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

  （百万円）  （百万円） 

流動資産－繰延税金資産  2,675   2,429  

固定資産－繰延税金資産  2,703   1,995  

固定負債－繰延税金負債  －   △22  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

  （％）  （％） 

法定実効税率  40.3   40.3  

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目  11.4   9.4  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.4   △0.2  

住民税均等割  2.6   1.2  

試験研究費等税額控除  △8.8   △6.5  

その他  △2.1   0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.0   44.4  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品関連、ヘルスケア、医

療機器にセグメンテーションしております。 

 
医薬品関連 

  
（百万円） 

ヘルスケア 
  

（百万円） 

医療機器 
  
（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 59,313 3,129 5,598 68,041 (－) 68,041 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 59,313 3,129 5,598 68,041 (－) 68,041 

営業費用 54,584 3,104 5,583 63,273 (－) 63,273 

営業利益 4,728 24 14 4,768 (－) 4,768 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 58,399 2,634 4,433 65,466 39,408 104,875 

減価償却費 3,412 46 41 3,501 (－) 3,501 

資本的支出 2,824 34 230 3,090 (－) 3,090 

 
医薬品関連 

  
（百万円） 

ヘルスケア 
  

（百万円） 

医療機器 
  
（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 62,119 3,300 5,207 70,627 (－) 70,627 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 62,119 3,300 5,207 70,627 (－) 70,627 

営業費用 53,391 3,146 5,291 61,829 (－) 61,829 

営業利益 8,727 154 △83 8,797 (－) 8,797 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
      

資産 59,109 2,853 4,306 66,268 39,977 106,245 

減価償却費 3,320 34 38 3,393 (－) 3,393 

減損損失 － － － － 936 936 

資本的支出 1,177 28 30 1,236 (－) 1,236 



２．各事業区分に属する主要品目 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度39,408百万円、当連結会計年

度39,977百万円であります。その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券及び短

期貸付金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門の土地等であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

５．会計処理基準等の変更 

（前連結会計年度） 

棚卸資産の評価方法の変更 

連結財務諸表等中の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(１)②に記載のとおり、棚

卸資産の一部（商品・原材料・貯蔵品）について評価方法を変更いたしました。 

この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

（当連結会計年度） 

棚卸資産廃棄損等に係る処理基準の変更 

連結財務諸表中の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」２．に記載のとおり、棚卸

資産廃棄損等の計上について、売上原価に含めて表示する方法から、営業外費用で表示する方法に変更い

たしました。 

この変更に伴い従来の方法によった場合に比較して、営業利益は、医薬品関連事業について222百万円、

ヘルスケア事業について0百万円、医療機器事業について24百万円、それぞれ多く計上されております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日）の海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

事業区分 主要品目 

医薬品関連 医療用医薬品、一般用医薬品等 

ヘルスケア 医薬部外品、化粧品 

医療機器 医療機器 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）上記の取引金額については消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 学術宣伝用各種印刷物の制作委託等については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様

に決定しております。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）上記の取引金額については消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 学術宣伝用各種印刷物の制作委託等については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様

に決定しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円)

事業の内容 
議決権等の
所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上の関
係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社 

㈱メジカ

ルビュー

社 

東京都 

新宿区 
12 

医学関係書

籍類の印

刷、出版等 

当社役員 

渡辺 進他

１名及びそ

の近親者の

直接所有

92.4％ 

－ 

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等 

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等 

58 
流動負債

のその他 
8 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円)

事業の内容 
議決権等の
所有割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上の関
係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社 

㈱メジカ

ルビュー

社 

東京都 

新宿区 
12 

医学関係書

籍類の印

刷、出版等 

当社役員 

持田 直幸

他１名及び

その近親者

の直接所有

88.9％ 

－ 

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等 

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等 

71 
流動負債

のその他 
7 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 541.64円

１株当たり当期純利益金額 17.67円

１株当たり純資産額 582.89円

１株当たり当期純利益金額 39.61円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ

ん。 

同左 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 2,299 4,988 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 30 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (30) (30) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,269 4,958 

期中平均株式数（千株） 128,440 125,190 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率の算定は、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

    ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 5,500 1,500 1.375 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 600 600 1.493 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,400 1,800 1.493 平成20年～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 8,500 3,900 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 600 600 600 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第67期 

（平成17年３月31日） 
第68期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   8,284   9,778  

２ 受取手形   2,378   2,116  

３ 売掛金   16,085   17,070  

４ 有価証券   8,348   12,553  

５ 商品   920   3,016  

６ 製品   2,944   －  

７ 原材料   1,812   －  

８ 仕掛品   1,827   －  

９ 貯蔵品   58   －  

10 繰延税金資産   2,380   1,802  

11 短期貸付金 ※３  10,906   7,499  

12 その他   1,047   1,078  

貸倒引当金   △30   △28  

流動資産合計   56,964 57.5  54,887 58.1 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物  20,391   9,730   

減価償却累計額  11,639 8,752  7,566 2,163  

(2）構築物  1,613   736   

減価償却累計額  1,033 580  619 117  

(3）機械及び装置  12,951   2,042   

減価償却累計額  7,676 5,275  1,901 141  

(4）車両及び運搬具  240   24   

減価償却累計額  159 80  23 1  

(5）工具器具及び備品  6,767   5,442   

減価償却累計額  5,522 1,245  4,582 859  

(6）土地   5,096   3,244  

(7）建設仮勘定   414   37  

有形固定資産合計   21,444 21.6  6,564 7.0 

２ 無形固定資産        

(1）ソフトウェア   426   382  

(2）その他   29   24  

無形固定資産合計   455 0.5  406 0.4 

３ 投資その他の資産        

(1）長期性預金   4,000   4,700  

(2）投資有価証券   8,006   12,931  

(3）関係会社株式   2,964   10,877  

(4）差入保証金   702   698  

(5）長期前払費用   2,210   1,732  

(6）繰延税金資産   2,324   1,631  

(7）その他   19   7  

投資その他の資産合計   20,227 20.4  32,579 34.5 

固定資産合計   42,127 42.5  39,550 41.9 

資産合計   99,091 100.0  94,437 100.0 

        

 



  
第67期 

（平成17年３月31日） 
第68期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形 ※３  1,640   637  

２ 買掛金 ※３  3,845   3,318  

３ 短期借入金   4,500   500  

４ １年以内返済予定の長期借入

金 
  600   －  

５ 未払金   3,148   1,711  

６ 未払費用   2,006   1,589  

７ 未払法人税等   662   2,530  

８ 未払消費税等   322   248  

９ 預り金   147   69  

10 賞与引当金   1,924   2,155  

11 返品調整引当金   49   37  

12 売上割戻引当金   463   493  

13 販売促進引当金   121   93  

14 設備関係支払手形   316   55  

15 その他   3   23  

流動負債合計   19,750 19.9  13,462 14.3 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金   2,400   －  

２ 長期未払金   1,155   735  

３ 退職給付引当金   8,606   8,279  

４ 役員退職慰労引当金   430   446  

固定負債合計   12,592 12.7  9,460 10.0 

負債合計   32,343 32.6  22,923 24.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  7,229 7.3  7,229 7.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  1,871   1,871   

資本剰余金合計   1,871 1.9  1,871 2.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  1,807   1,807   

２ 任意積立金        

(1）特別償却準備金  231   261   

(2）固定資産圧縮積立金  677   648   

(3）別途積立金  55,400   55,400   

３ 当期未処分利益  4,674   8,622   

利益剰余金合計   62,791 63.4  66,740 70.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  2,012 2.0  3,516 3.7 

Ⅴ 自己株式 ※２  △7,157 △7.2  △7,844 △8.3 

資本合計   66,748 67.4  71,514 75.7 

負債及び資本合計   99,091 100.0  94,437 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第67期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第68期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１ 製品売上高  49,441   －   

２ 商品売上高  10,216 59,657 100.0 61,611 61,611 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 製品商品期首棚卸高  5,227   3,865   

２ 当期製品製造原価 ※３ 17,534   －   

３ 当期商品仕入高 ※４ 5,336   24,055   

合計  28,098   27,921   

４ 他勘定振替高 ※１ 399   622   

５ 製品商品期末棚卸高  3,865 23,833 40.0 3,016 24,281 39.4 

売上総利益   35,823 60.0  37,329 60.6 

返品調整引当金戻入額   － －  12 0.0 

返品調整引当金繰入額   23 0.0  － － 

差引売上総利益   35,800 60.0  37,341 60.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

 31,167 52.2  29,356 47.6 

営業利益   4,633 7.8  7,984 13.0 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  20   60   

２ 有価証券利息  13   5   

３ 受取配当金 ※４ 204   363   

４ ロイヤリティ収入  39   206   

５ 不動産賃貸料  91   141   

６ その他  116 486 0.8 186 964 1.5 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  52   39   

２ 支払手数料  36   27   

３ その他  8 97 0.2 8 75 0.1 

経常利益   5,022 8.4  8,874 14.4 

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入額  －   2   

２ 固定資産売却益 ※８ －   21   

３ 投資有価証券売却益  －   795   

４ 関係会社株式売却益  328   －   

５ 前期損益修正益 ※９ － 328 0.6 29 849 1.4 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損・除却
損 

※５ 99   15   

２ 特別退職金 ※６ 683   －   

３ 生産設備除却損等 ※７ 531   －   

４ 減損損失 ※10 －   936   

５ その他  37 1,351 2.3 11 964 1.6 

税引前当期純利益   3,998 6.7  8,758 14.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,021   3,374   

法人税等調整額  △363 1,657 2.8 277 3,652 5.9 

当期純利益   2,340 3.9  5,106 8.3 

前期繰越利益   6,258   4,078  

中間配当額   584   562  

自己株式消却額   3,339   －  

当期未処分利益   4,674   8,622  

        



製造原価明細書 

 （注） １．原価計算の方法 

標準原価計算による組別、工程別、総合原価計算であります。 

※２．第67期の経費のうち、減価償却費は2,211百万円、外注費は1,972百万円であります。 

※３．第67期の他勘定振替高は、主として貯蔵品及び研究開発費への振替えであります。 

※４．第67期の仕掛品期末棚卸高は、持田製薬工場㈱へ承継いたしました。 

  
第67期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第68期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費  9,590 51.4 － － 

Ⅱ 労務費  2,429 13.0 － － 

Ⅲ 経費 ※２ 6,639 35.6 － － 

当期総製造費用  18,659 100.0 － － 

仕掛品期首棚卸高  924  －  

合計  19,584  －  

他勘定振替高 ※３ 222  －  

仕掛品期末棚卸高 ※４ 1,827  －  

当期製品製造原価  17,534  －  



③【利益処分計算書】 

  
第67期 

株主総会承認日 
（平成17年６月29日） 

第68期 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   4,674  8,622 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１ 特別償却準備金取崩額  43  81  

２ 固定資産圧縮積立金取崩額  28 72 648 730 

合計   4,747  9,353 

Ⅲ 利益処分額      

１ 配当金  565  935  

２ 役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
30 
(1) 

 
30 
(1) 

 

３ 任意積立金      

(1）特別償却準備金  73  88  

(2）別途積立金  － 669 2,000 3,053 

Ⅳ 次期繰越利益   4,078  6,299 

       



重要な会計方針 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

(2）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

総平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   総平均法による原価法 

  

（会計処理方法の変更） 

従来、商品・原材料・貯蔵品につきましては移動

平均法による原価法によっておりましたが、当期

より総平均法による原価法に変更いたしました。

この変更は、標準原価計算をさらに推進し、原価

管理の質的向上とコンピューターシステムを統一

して使用することにより事務処理を合理化するた

めであります。 

この変更による影響額は軽微であります。 

───── 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物           15年～50年 

機械及び装置       ７年 

工具器具及び備品     ４年～６年 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（主に５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

 



第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えて、支給対象期間に

対応する支給見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

期末日後の返品損失に備えて、過年度の返品実

績等に基づく会社所定の基準により計上してお

ります。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(4）売上割戻引当金 

販売した製商品に対して、将来発生する売上割

戻の支出に備え、期末売掛金及び期末特約店在

庫に対して過去の実績率を乗じた額を計上して

おります。 

(4）売上割戻引当金 

販売した商品に対して、将来発生する売上割戻

の支出に備え、期末売掛金及び期末特約店在庫

に対して過去の実績率を乗じた額を計上してお

ります。 

(5）販売促進引当金 

販売した製商品に対して、将来発生する販売促

進に要する支出に備え、期末特約店在庫に対し

て過去の経費実績率を乗じた額を計上しており

ます。 

(5）販売促進引当金 

販売した商品に対して、将来発生する販売促進

に要する支出に備え、期末特約店在庫に対して

過去の経費実績率を乗じた額を計上しておりま

す。 

(6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(6）退職給付引当金 

同左 

(7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰

労金内規に基づく期末要支給見込額を計上して

おります。 

(7）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

６．リース取引の処理方法 

同左 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

─────  １．固定資産の減損に係る会計基準  

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより、税引前当期純利益は936百

万円減少しております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

─────  ２．棚卸資産廃棄損等に係る処理基準 

  従来、棚卸資産廃棄損等の計上については、経常的に

発生するものであることから、売上原価に含めて表示

しておりましたが、当事業年度より、営業外費用で表

示する方法に変更いたしました。 

この変更は、製造事業を分社したことを機に、廃棄損

等を非原価項目として売上原価から分離させ、原価管

理を徹底するために行ったことによるものです。この

変更による影響額は軽微であります。 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

１．前期において区分掲記しておりました「未収入金」

（当期700百万円）は、当期において総資産の100分

の１以下のため、流動資産の「その他」に含めて表

示することに変更いたしました。 

  

───── 

２．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16

年12月1日より適用となること及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が

平成17年2月15日付で改正されたことに伴い、当事業

年度から投資事業有限責任組合及びこれに類する組

合への出資（証券取引法第2条第2項により有価証券

とみなされるもの）を投資有価証券として表示する

方法に変更いたしました。 

なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は118百万円であり、前事業年度における

「投資その他の資産」の「その他」に含まれている

当該出資の額は101百万円であります。 

───── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第67期（平成17年３月31日） 第68期（平成18年３月31日） 

※１．授権株式数は普通株式192,625千株で、発行済株式

総数は普通株式137,223千株であります。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることに

なっております。 

※１．授権株式数は普通株式192,625千株で、発行済株式

総数は普通株式137,223千株であります。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずることに

なっております。 

※２．当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,518  

千株であります。 

※２．当社が保有する自己株式の数は、普通株式12,442

千株であります。 

※３．関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであ

ります。 

※３．関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであ

ります。 

短期貸付金 500百万円

支払手形 33百万円

買掛金 386百万円

短期貸付金 4,500百万円

支払手形 20百万円

買掛金 1,472百万円

 ４．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行

と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当座貸越極

度額及び貸出コミットメントの総額は18,000百万

円で、当期末の借入の実行残高はありません。 

 ４．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行

と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当座貸越極

度額及び貸出コミットメントの総額は10,000百万

円で、当期末の借入の実行残高はありません。 

 ５．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2,012百万

円であります。 

 ５．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,516百万

円であります。 



（損益計算書関係） 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

※１．「他勘定振替高」は主として子会社株式（持田ヘ

ルスケア㈱への承継商品）と広告宣伝費（販売費

及び一般管理費）へ振替えたものであります。 

※１．「他勘定振替高」は主として持田製薬工場㈱へ承

継した棚卸資産と広告宣伝費（販売費及び一般管

理費）へ振替えたものであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は56％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は44％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は59％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は41％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 2,420百万円

給料手当 6,160百万円

賞与 2,549百万円

退職給付費用 1,115百万円

旅費・交通費 1,308百万円

研究開発費 10,031百万円

広告宣伝費     2,471百万円

給料手当      6,158百万円

賞与    2,747百万円

退職給付費用      1,091百万円

旅費・交通費      1,279百万円

研究開発費      8,616百万円

研究開発費のうち引当金繰入額及び減価償却費は

次のとおりであります。 

研究開発費のうち引当金繰入額及び減価償却費は

次のとおりであります。 

退職給付費用 323百万円

減価償却費 553百万円

退職給付費用    335百万円

減価償却費    442百万円

※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費は10,031百万円

であります。なお、当期製造費用には、研究開発

費は含まれておりません。 

※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費は8,616百万円で

あります。 

※４．関係会社に対する事項は次のとおりであります。 ※４．関係会社に対する事項は次のとおりであります。 

受取配当金 120百万円 受取配当金  270百万円

当期商品仕入高 18,341百万円

※５．固定資産売却損・除却損の内訳は次のとおりであ

ります。 

※５．固定資産売却損・除却損の内訳は次のとおりであ

ります。 

建物      1百万円

機械及び装置 1百万円

工具器具及び備品他 96百万円

合計 99百万円

建物      0百万円

工具器具及び備品他  14百万円

合計  15百万円

※６．特別退職金は、静岡工場の大田原工場への集約化

に伴う、割増退職金であります。 

※６．              ───── 

  

※７．生産設備除却損等は、大田原工場への集約化に伴

う、静岡工場の生産設備の除却及び廃棄費用であ

ります。 

※７．              ───── 

※８．               ───── ※８．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 

  

機械及び装置   16百万円

車両及び運搬具   1百万円

工具器具及び備品他 4百万円

合計 21百万円

※９．               ───── ※９．前期損益修正益は、前事業年度において特別損失

に計上した生産設備除却損等の修正であります。 

 



第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

※10．               ───── ※10．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。  

当社は、事業区分別に事業用資産をグルーピングし

ており、事業の用に供していない遊休資産及び賃貸

不動産については個々にグルーピングしておりま

す。 

事業用資産については減損の兆候はありませんでし

たが、遊休資産については、今後の使用見込みも未

確定であり、賃貸用不動産については、市場価格の

回復が見込まれないことから、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（936百万

円）として特別損失に計上いたしました。 

その内訳は、建物750百万円、土地186百万円であり

ます。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、土地については路線価に合

理的な調整を加え、また建物については固定資産税

評価額を基礎に算定しております。 

  

場所 用途 種類 摘要 

静岡県 

藤枝市  

藤枝事業所 

医薬品研究 

及び製造設備 

建物 一部遊休 

埼玉県 

さいたま市  
賃貸用不動産 

土地及び

建物 

市場価格の

著しい下落 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
  

（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 

  
（百万円）

建物 27 2 24 

工具器具及び
備品 

382 171 211 

合計 409 173 235 

 

取得価額
相当額 
  

（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 

  
（百万円）

建物 27 5 21 

工具器具及び
備品 

415 223 191 

合計 442 228 213 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 116百万円

１年超 119百万円

合計 235百万円

１年内    128百万円

１年超    84百万円

合計    213百万円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 133百万円

減価償却費相当額 133百万円

支払リース料    144百万円

減価償却費相当額    144百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
第67期 

（平成17年３月31日） 
 

第68期 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産 （百万円） （百万円）

棚卸資産評価損否認額 339  270 

投資有価証券評価損否認額 241  61 

未払事業税否認 36  219 

賞与引当金 775  868 

退職給付引当金 3,349  3,336 

役員退職慰労引当金 173  179 

減損損失  －  356 

その他 1,762  1,092 

繰延税金資産 小計 6,677  6,385 

評価性引当額 －  △397 

繰延税金資産 合計 6,677  5,988 

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △1,358  △2,374 

固定資産圧縮積立金その他 △614  － 

特別償却準備金 －  △181 

繰延税金負債 合計 △1,973  △2,555 

繰延税金資産の純額 4,704  3,433 

   （注）第67期の固定資産圧縮積立金その他には、特別償却準備金△176百万円が含まれております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

 
第67期 

（平成17年３月31日） 
 

第68期 

（平成18年３月31日） 

 （％） （％）

法定実効税率 40.3  40.3 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.9  9.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6  △1.5 

住民税均等割 1.7  0.7 

試験研究費等税額控除 △8.6  △6.5 

その他 △1.2  △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.5  41.7 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 530.75円 

１株当たり当期純利益金額 17.99円 

１株当たり純資産額 572.88円 

１株当たり当期純利益金額 40.55円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

 
第67期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第68期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 2,340 5,106 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 30 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (30) (30) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,310 5,076 

期中平均株式数（千株） 128,440 125,190 

第67期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 第68期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社は平成17年４月１日付で吸収分割（分社型）によ

り連結子会社持田製薬工場株式会社に、当社医薬品製

造事業とその資産（流動資産5,489百万円、固定資産

13,883百万円）及び負債（流動負債7,974百万円、固定

負債3,385百万円）を承継させ、同社は同日付で営業を

開始しております。なお、資産及び負債は平成17年４

月１日現在のものであります。 

          ───── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

日本水産㈱ 8,000,000 4,296 

アルフレッサホールディングス㈱ 176,900 1,264 

大日本住友製薬㈱ 913,000 1,192 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 611 1,099 

大正製薬㈱ 451,000 1,068 

コニカミノルタホールディングス㈱ 445,000 668 

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 319,100 607 

㈱スズケン 157,200 580 

東邦薬品㈱ 236,600 409 

日本ケミカルリサーチ㈱ 550,000 385 

㈱みずほフィナンシャルグループ 382 367 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

（優先株式） 
300 300 

㈱ほくやく 251,500 238 

みずほインベスターズ証券㈱ 218,000 86 

㈱バイタルネット 99,600 75 

その他（20銘柄） 466,428 153 

計 12,285,621 12,795 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
満期保有目

的の債券 

利付債   

 い第617号農林債券 1,000 1,002 

 第10号利付商工債券 1,000 1,000 

 第９号利付商工債券 400 400 

 第７号利付商工債券 300 300 

 第８号利付商工債券 300 300 

コマーシャルペーパー   

 芙蓉総合リース㈱ 1,000 999 

 オリックス㈱  1,000 999 

 ダイヤモンドリース㈱ 1,000 999 

計 6,000 6,002 



【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額の（ ）は、前期に除却した資産に誤りがあったため、資産に再度計上した額を内数で記載して

おります。 

２．当期減少額の（ ）は、減損損失の計上額を内数で記載しております。 

３．当期における会社分割による固定資産の減少額は次のとおりであります。 

有形固定資産・・・25,425百万円 

無形固定資産・・・   300百万円 

長期前払費用・・・    18百万円 

４．無形固定資産の金額が資産総額の100分の１以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。 

種類及び銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有価

証券 

証券投資信託受益証券    

中期国債ファンド（２銘柄） 3,847 百万口 3,847 

ＭＭＦ（２銘柄） 2,703 百万口 2,703 

小計 － 6,550 

投資有価証券 
その他有価

証券 

 出資金    

バイオテック・ヘルスケア１号 

投資事業有限責任組合 
100 口  136 

小計 － 136 

合計 － 6,687 

資産の種類 

  
前期末残高 

  
（百万円） 

  
当期増加額 

  
（百万円） 

  
当期減少額 

  
（百万円） 

  
当期末残高 

  
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

  
当期償却額 

  
（百万円） 

差引当期末残
高 
  
（百万円） 

有形固定資産        

建物 20,391 
136 

(71) 

10,797 

(750) 
9,730 7,566 167 2,163 

構築物 1,613 10 887 736 619 9 117 

機械及び装置 12,951 
126 

(99) 
11,035 2,042 1,901 26 141 

車両及び運搬具 240 － 215 24 23 0 1 

工具器具及び備品 6,767 
354 

(7) 
1,679 5,442 4,582 325 859 

土地 5,096 － 
1,852 

(186) 
3,244 － － 3,244 

建設仮勘定 414 189 567 37 － － 37 

有形固定資産計 47,475 
816 

(178) 

27,034 

(936) 
21,258 14,693 529 6,564 

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 626 243 148 382 

その他 － － － 71 47 9 24 

無形固定資産計 － － － 697 291 158 406 

長期前払費用 3,656 50 23 3,682 1,949 526 1,732 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、12,442,284株であります。 

２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額（2百万円）及び会社分割

によるもの（0百万円）であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 （百万円) 7,229 － － 7,229 

資本金の

うち既発

行株式 

普通株式(注１) （株) (137,223,608) － － (137,223,608) 

普通株式 （百万円) 7,229 － － 7,229 

計 （株) (137,223,608) － － (137,223,608) 

計 （百万円) 7,229 － － 7,229 

資本準備

金及びそ

の他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円) 1,871 － － 1,871 

計 （百万円) 1,871 － － 1,871 

利益準備

金及び任

意積立金 

（利益準備金） （百万円) 1,807 － － 1,807 

（任意積立金）      

特別償却準備金(注２) （百万円) 231 73 43 261 

固定資産圧縮積立金(注２) （百万円) 677 － 28 648 

別途積立金 （百万円) 55,400 － － 55,400 

計 （百万円) 58,116 73 72 58,118 

区分 
前期末残高 

  
（百万円） 

当期増加額 
  

（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
  

（百万円） 

貸倒引当金     (注１) 30 － 0 2 28 

賞与引当金 1,924 2,155 1,924 － 2,155 

返品調整引当金 49 37 49 － 37 

売上割戻引当金 463 493 463 － 493 

販売促進引当金 121 93 121 － 93 

役員退職慰労引当金 430 23 7 － 446 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 － 

預金  

当座預金 50 

普通預金 3,571 

定期預金 6,150 

振替貯金 5 

小計 9,778 

合計 9,778 

相手先 金額（百万円） 

㈱ほくやく 512 

㈱ケーエスケー 271 

㈱アスカム 223 

㈱翔薬 207 

岩淵薬品㈱ 151 

その他 750 

計 2,116 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 1,142 

５月 441 

６月 532 

計 2,116 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．棚卸資産 

ホ．短期貸付金 

② 固定資産 

イ．関係会社株式 

相手先 金額（百万円） 

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 4,930 

アルフレッサ㈱ 3,531 

東邦薬品㈱ 2,598 

㈱スズケン 2,393 

㈱バイタルネット 758 

その他 2,857 

計 17,070 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
（Ｃ） 

────── 
（Ａ）＋（Ｂ）

×100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 
２ 

────── 
（Ｂ） 
───── 
365 

16,085 64,693 63,707 17,070  78.9 94 

科目 金額（百万円） 内容    金額（百万円） 

商品 3,016          医薬品関連 3,016  

計 3,016  

内訳 金額（百万円） 相手先   金額（百万円） 

現先取引 2,999       

関係会社貸付金 4,500 持田製薬工場㈱ 4,000 持田ヘルスケア㈱ 500 

計 7,499  

区分 金額（百万円） 

持田製薬工場㈱ 8,412 

持田シーメンスメディカルシステム㈱ 1,340 

持田ヘルスケア㈱ 1,015 

㈱テクノネット 88 

㈱持田インターナショナル 20 

計 10,877 



③ 流動負債 

イ．支払手形 

支払先別内訳 

期日別内訳 

ロ．買掛金 

④ 固定負債 

イ．退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱グループ・ティー 52 

イーピーエス㈱ 44 

合資会社日本医学広告社 37 

㈱ヤマダメディカルインフォメーション 36 

国産化学㈱ 34 

その他 431 

計 637 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 30 

５月 323 

６月 157 

７月 125 

計 637 

相手先 金額（百万円） 

味の素㈱ 1,787 

持田製薬工場㈱ 1,472 

その他 58 

計 3,318 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 18,526 

未認識過去勤務債務（債務の減額） － 

未認識数理計算上の差異 △49 

年金資産 △10,197 

計 8,279 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 100株未満の株数表示株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
併合によるもの 無料 

併合以外のもの １枚につき250円 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき10,000円 

２．喪失登録株券  １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第67期） （自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

  事業年度（第68期中）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 平成17年12月13日関東財務局長に提出 

(3）半期報告書の訂正報告書 

  平成17年12月２日関東財務局長に提出 

  平成16年12月13日提出（第67期中）の半期報告書に対する、証券取引法第24条の５第５項に基づく訂正報告書 

  であります。 

(4）自己株券買付状況報告書 

報告期間     （自平成17年３月１日 至平成17年３月31日） 平成17年４月14日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成17年４月１日 至平成17年４月30日） 平成17年５月12日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成17年５月１日 至平成17年５月31日） 平成17年６月７日関東財務局長に提出 

報告期間      (自平成17年６月１日 至平成17年６月29日) 平成17年７月７日関東財務局長に提出 

報告期間      (自平成17年９月１日 至平成17年９月30日) 平成17年10月７日関東財務局長に提出 

報告期間      (自平成17年10月１日 至平成17年10月31日) 平成17年11月９日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成17年11月１日 至平成17年11月30日） 平成17年12月６日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成17年12月１日 至平成17年12月31日） 平成18年１月11日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成18年１月１日 至平成18年１月31日） 平成18年２月８日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成18年２月１日 至平成18年２月28日） 平成18年３月９日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成18年３月１日 至平成18年３月31日） 平成18年４月６日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成18年４月１日 至平成18年４月30日） 平成18年５月11日関東財務局長に提出 

報告期間     （自平成18年５月１日 至平成18年５月31日） 平成18年６月８日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

持田製薬株式会社    

 取締役会 御中  

 聖橋監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 酒井 敏彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 嘉彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松田 信彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている持田製

薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持

田製薬株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(1）② に記載のとおり、従来、商品・原材料・貯蔵品の評価

基準及び評価方法について移動平均法による原価法を採用していたが、当連結会計年度より総平均法による原価法に変

更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

持田製薬株式会社    

 取締役会 御中  

 聖橋監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 酒井 敏彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 嘉彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松田 信彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている持田製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持

田製薬株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(1) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更1.に記載のとおり、当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

(2) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更2.に記載のとおり、従来、棚卸資産廃棄損等の計上につい

ては、売上原価に含めて表示していたが、当連結会計年度より、営業外費用で表示する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日

持田製薬株式会社    

 取締役会 御中  

 聖橋監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 酒井 敏彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 嘉彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松田 信彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている持田製

薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第67期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持田製

薬株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(1）重要な会計方針２．に記載のとおり、会社は従来、商品・原材料・貯蔵品の評価基準及び評価方法について移動平

均法による原価法を採用していたが、当事業年度より総平均法による原価法に変更した。 

(2）重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成17年４月１日付で連結子会社持田製薬工場株式会社に、医薬品製造

事業とその事業の用に供する資産（流動資産5,489百万円、固定資産13,883百万円）及び負債（流動負債7,974百万

円、固定負債3,385百万円）を吸収分割（分社型）により承継させた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日

持田製薬株式会社    

 取締役会 御中  

 聖橋監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 酒井 敏彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 嘉彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 松田 信彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている持田製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持田製

薬株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(1) 会計処理方法の変更1.に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

(2)  会計処理方法の変更2.に記載のとおり、会社は、従来、棚卸資産廃棄損等の計上については、売上原価に含めて表

示していたが、当事業年度より、営業外費用で表示する方法に変更した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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